
単位：百万円(単位未満切り捨て)

 流  動  資  産 498,966  流  動  負  債 589,336

現 金 及 び 預 金 44,769 支払手形及び買掛金 183,499

受取手形及び売掛金 276,345 短 期 借 入 金 210,447

有 価 証 券 49 ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 95,000

た な 卸 資 産 136,469 社 債（償還 1 年内） 20,000

繰 延 税 金 資 産 16,210 未 払 金 14,633

短 期 貸 付 金 11,366 未 払 費 用 45,556

未 収 入 金 8,395 未 払 法 人 税 等 12,201

そ の 他 6,455 そ の 他 7,997

貸 倒 引 当 金 △ 1,094
 固  定  負  債 520,849

社 債 160,000

長 期 借 入 金 241,450

繰 延 税 金 負 債 35,141

再評価に係る繰延税金負債 8,176

 固  定  資  産 1,107,204 退 職 給 付 引 当 金 63,374

( 有形固定資産 ) ( 871,415 ) 役員退職慰労引当金 2,531

建 物 及 び 構 築 物 215,014 特 別 修 繕 引 当 金 144

機械装置及び運搬具 351,797 長 期 預 り 金 9,630

工 具 器 具 備 品 8,265 長期設備関係支払手形 228

土 地 218,479 そ の 他 173

林 地 16,759

植 林 立 木 42,721 負 債 合 計 1,110,186

建 設 仮 勘 定 18,376,

( 無形固定資産 ) ( 10,641 ) 少 数 株 主 持 分 6,043

借 地 権 2,425

連 結 調 整 勘 定 480 資 本 金 103,880

そ の 他 7,735 資 本 剰 余 金 110,179

(  投資その他の資産  ) ( 225,148 ) 利 益 剰 余 金 267,855

投 資 有 価 証 券 197,573 土 地 再 評 価 差 額 金 6,614

長 期 貸 付 金 6,907 株 式 等 評 価 差 額 金 35,669

長 期 前 払 費 用 3,110 為 替 換 算 調 整 勘 定 △  6,045

繰 延 税 金 資 産 9,834 自 己 株 式 △ 28,212

そ の 他 9,349

貸 倒 引 当 金 △ 1,628 資 本 合 計 489,941

資 産 合 計 1,606,171
負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計 1,606,171

資　　　　本　　　　の　　　　部

資        産        の        部 負        債        の        部

連　結　貸  借  対  照  表
（平成17年3月31日現在）

少　　数　　株　　主　　持　　分



連　 結 　損 　益 　計 　算　 書

単位:百万円(単位未満切り捨て) 

( 経 常 損 益 の 部 )

 営 業 損 益 の 部

営    業    収    益 1,185,141

売 上 高 1,185,141

営    業    費    用 1,100,587

売 上 原 価 880,343

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 220,243

営    業    利    益 84,554

 営 業 外 損 益 の 部

営   業   外   収   益 8,560

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,041

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 2,272

雑 収 入 金 4,246

営   業   外   費   用 12,589

支 払 利 息 9,866

雑 損 失 金 2,722

経    常    利    益 80,524

( 特 別 損 益 の 部 )

特   別   利   益 686

投 資 有 価 証 券 売 却 益 498

固 定 資 産 売 却 益 187

特   別   損   失 14,035

固 定 資 産 除 却 損 7,453

特 別 退 職 金 4,100

事 業 整 理 損 失 824

災 害 損 失 541

固 定 資 産 圧 縮 損 437

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 374

投 資 有 価 証 券 評 価 損 303

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 67,175

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13,388

法 人 税 等 調 整 額 9,964

少 数 株 主 利 益 472

当    期    純    利    益 43,349

平成16年4月 1日から
平成17年3月31日まで



(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項) 

 

１．連結の範囲に関する事項 
連結子法人等の数 ……… ６５社(前連結会計年度末 ６４社) 

主要な会社名 ： 王子板紙㈱、王子特殊紙㈱、王子ネピア㈱、王子コンテナー㈱、王子物流㈱、王子エン

ジニアリング㈱、チヨダコンテナー㈱、王子不動産㈱、王子タック㈱、王子木材緑化㈱   

なお、当連結会計期間における連結子法人等の異動状況は次のとおりであります。 

（新規）  ３社    旭進紙業㈱、王子計測機器㈱、王子古紙パルプセンター㈱ 

（除外）  ２社    本州東信㈱、王子ファイナンス㈱ 

非連結子法人等の数 ……… １２８社 

非連結子法人等は、いずれも小規模であり、全体の総資産、売上高、当期純損益(持分相当額)及び利益剰

余金(持分相当額)等が、連結会社合計の総資産、売上高、当期純損益(持分相当額)及び利益剰余金(持分相

当額)等に比べ軽微であり、かつ連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いて

おります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社の数 ……… １５社 

主要な会社名 ： 日伯紙パルプ資源開発㈱、㈱ユポ･コーポレーション、国際紙パルプ商事㈱ 

持分法非適用の非連結子法人等及び関連会社 

     非連結子法人等 ……… １２８社 

     関連会社 ………………   ６９社 

上記の非連結子法人等及び関連会社は、全体の当期純損益(持分相当額)及び利益剰余金(持分相当額)等が、
連結会社合計の当期純損益(持分相当額)及び利益剰余金(持分相当額)等に比べ軽微であり、かつ連結計算
書類に重要な影響を及ぼしていないため、持分法の適用範囲から除いております。 

 

３．連結子法人等の事業年度等に関する事項 

連結子法人等のうち、王子･ﾍﾟｰﾊﾟｰ･USA･ｲﾝｸ、ｶﾝｻﾞｷ･ｽﾍﾟｼｬﾙﾃｨ･ﾍﾟｰﾊﾟｰｽﾞ･ｲﾝｸ、王子･ﾍﾟｰﾊﾟｰ･(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)･ﾘﾐﾃ

ｯﾄﾞ、ｶﾝｻﾞﾝ･ｽﾍﾟｼｬﾙ･ﾊﾟﾋﾟｴｰﾙ･ｹﾞｰｴﾑﾍﾞｰﾊｰ、王子制紙(南通)有限公司の決算日は１２月末日であり、連結計

算書類の作成にあたっては、各社の決算日現在の財務諸表を使用しております。なお、連結決算日との間

に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的債券 …… 償却原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの …… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの …… 移動平均法による原価法 

② デリバティブ 
         時価法 
③ たな卸資産 
  主として総平均法による低価法 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ………… 定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)

及び一部の連結子法人等については定額法を採用しております。） 

（3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

当連結会計年度末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率による計算額を、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

 



 

 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により翌連結会計年度か

ら費用処理しております。 

③ 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。 
④ 特別修繕引当金 
石油貯槽の定期修繕費用に充てるため、その所要見込額を次回定期修繕までの期間配分により計

上しております。 
（4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（5）重要なヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務

等については振当処理に、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっております。 

（6）消費税等の会計処理  

税抜方式によっております。 

 

５．連結子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

６. 連結調整勘定の償却に関する事項 

5年間の均等償却を行っておりますが、金額が僅少なものについては発生年度に全額償却しております。 

 

７. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

当該連結会計年度に対応する期間において確定した連結会社の利益処分又は損失処理を基礎とする方法

によっております。 

 

 

 



（連結貸借対照表の注記） 
 
１．有形固定資産の減価償却累計額           １，７１５，３４２百万円 
 
２．担保に供している資産 
       受取手形及び売掛金                              ３，０５１百万円 
       建物及び構築物                                ２９，７０８百万円 
       機械装置及び運搬具                            ３３，７７９百万円 
       土地                                          ４０，７２８百万円 
       植林立木                                      １６，４０８百万円 
       投資有価証券                                  １１，１９８百万円 
       長期貸付金（１年内回収予定額を含む）            ４，５３4百万円 
       その他                         ３，３８０百万円 
 
３．保証債務                        ４２，７７４百万円 
 
４．受取手形割引高                        ９８８百万円 
  受取手形裏書譲渡高                      ２１１百万円 
 
（連結損益計算書の注記） 
 
１．１株当たり当期純利益                                    ４２円０６銭 
                  （期中平均株式数により算出しております。） 


